
令和２年度

第２回 地域包括支援センター運営協議会資料

日時：令和３年２月１８日（木）１３：００～

場所：玉野市役所 ３階 大会議室

玉野市 長寿介護課



目　　標 進捗状況

①
小地域ケア会議等を基盤とした互近助ネットワー
クの結成により、地域課題の早期発見と課題解決
に取り組む仕組みを構築する。

小地域ケア会議が４地区（玉・奥玉、田井、山田、宇野）、互近助
ネットワークが２４地区（玉・奥玉１４地区、山田３地区、東児７地
区）設置。今年度は新規開設なし。コロナで休止中にも電話や手紙な
どでメンバーとの繋がりを継続。再開の際には、入口での検温や手指
消毒の設置、３密の回避など感染予防対策を講じて実施した。

②
住民とともに百歳体操やふれあい・いきいきサロ
ン等通いの場を生活圏域毎に組織化し、地域での
交流や活躍の機会をつくり介護予防を推進する。

百歳体操は、新設が１ヶ所で合計１１７。サロンは新設が２ヶ所で合
計６３。コロナで自粛要請中、市、市民病院との協働でオリジナル体
操を作成し、ケーブルテレビやネットで配信。また簡単な体操の方法
をまとめたチラシを全戸配付するなど、自宅での介護予防を推進し
た。再開時には職員が、各会場を訪問し感染対策の状況を確認した。

③

認知症への理解を深めるとともに、当事者やサ
ポーター及びキャラバンメイトが主体的に関わり
ながら認知症になっても安心して暮らせる地域作
りを目指す。

コロナでサポーター養成講座を一定期間中止したため、６回、２２０
人の養成にとどまる（前年度１５回、５８６人）。キャラバンメイト
の連絡会もコロナで１回中止したが、連絡会の各班長とリモートによ
る打ち合わせを行いながら年２回開催し、来年度の認知症カフェ開設
に向けて検討した。

④
民生委員との連携により、住民により身近な場所
でニーズを掘り起こし、他機関と連携を図りなが
ら福祉課題の解決を図る。

民生委員児童委員協議会との共催により開催による「わがまち福祉相
談会」を市内11地区で開催。休止期間があったものの市内３１件（１
月末年間累計）の相談があった。事業開始２年目であるが住民への浸
透が十分でなく来談者がない会場もあるため、広報誌へ関連記事を頻
繁に掲載するとともに「のぼり」を作成し開催当日、会場へ設置し
た。

①

高齢者の望む暮らしの実現のため適切な目標を設
定することで本人の意欲を高め、自立や介護予防
を促すケアマネジメントを家族やサービス事業所
等とも共有しながら行う。

新規利用者や介護認定更新に伴うケアプランについてセンター内部で
チェックを行い、各職員が介護予防を重視したプラン作成を行えるよ
う助言・指導した（年間累計７１ケース）。また、個別ケース会議に
おいて、多職種からの助言をもらうことでプランの質を高めるための
学びの機会を各職員が得られるよう配慮した（年間累計２６ケー
ス）。

②

高齢者のニーズを充足するため積極的に住民参加
型サービス(インフォーマルサービス)や民間サー
ビス等を取り入れたケアマネジメントを提案す
る。

プランチェックを行う中で、各職員が意識的に住民参加型サービス等
インフォーマルサービスの必要性を見極め、プランに位置付けている
様子が伺えた。また、新しく生まれたサービスについても、会議等の
場で職員間で情報共有し利用者へ紹介できるよう、整理した。

③
困難事例の解決に向けてケアマネジャーや関連機
関と包括的・継続的に協働する。

困難ケース会議は１回開催。担当ケアマネジャーからの聞き取りによ
り、今後、関わりが必要と思われる機関や専門職等を招集し、諸課題
に対する各機関の役割分担や対応策の検討できた。

④
個別ケース会議の対象を要介護者へ広げることで
自立支援や重度化防止に重点を置いた切れ目のな
いケアマネジメント体制を構築する。

個別ケース会議へ要介護の事例提出を進めるため、スキルアップ研修
を活用し市内居宅介護支援事業所のケアマネジャーを対象に個別ケー
ス会議について理解を促す予定であったが、コロナの影響で研修会が
延期となり、今年度から要介護の事例提出は果たせなかった。

①

個別ケース会議をとおして、個別課題の解決だけ
に留まることなく、地域の課題や不足する社会資
源を発見し「地域ケア推進会議」や「協議体」へ
提言する。

前年度の個別ケース会議で抽出した不足する社会資源を整理し、さら
にコロナの影響を踏まえて、「コロナ禍で地域社会とのつながりを継
続するための取り組み」をテーマにICTを活用した介護予防の取り組み
と、日常的な散歩の延長線上で実施できる見守り活動を事例に挙げ、
地域ケア推進会議で提言した。

②
認知症初期集中支援チームの活動を円滑に進める
ため、担当医、担当課と協働する。

初期集中支援チームでは、担当医、行政担当課と連携しながら、既存
の１１ケースに加え、新規で２ケースに介入し、５ケースが終結し
た。当事者へのより良い支援を提供するため、チーム員の枠を超えて
幅広い機関と連携しながら支援を行った。

③
スキルアップ研修の開催により市内外のケアマネ
の研修機会確保及び介護予防ケアマネジメントの
質の向上を図る。

年４回スキルアップ研修を開催を予定していたが、コロナの影響によ
り１回の開催となった。テーマは「薬の基礎知識」として薬剤師会に
講師を依頼。総勢４７名のケアマネジャーが市内外から参加した。ア
ンケートからは「分かりやすかった」「薬剤師へ直接質問ができた」
との好評な反応が多数みられた。

④
相談窓口連絡会の連携の輪を広げると共に、在宅
医療連携の一翼を担う取り組みを検討する。

コロナの影響で年度当初は中止、文書により参加者にアンケートを行
い、参加者のニーズに沿った内容を設定し開催。特に関心の高い「コ
ロナ」に関する講座を、渡邊医師会長を招き実施。各機関の感染対策
の現状について情報交換も行い、有意義なものになった。

⑤
研修へ積極的に参加するなど自己研鑽に励み、
個々のレベルを高める。

内部研修はコロナの状況を勘案しで中止にすることもあったが、外部
から講師を招き開催した。また、外部研修も上半期は中止になるにも
のが多かったが、下半期はリモートにより開催されるものが増え、移
動の負担なく複数人参加できるというメリットもあり、１回／年以上
全職員が参加。研修後は報告会によりセンター内全員で共有した。

⑥
市担当課との定期的な連絡会を開催し、センター
の運営状況の共有と業務改善に取り組む。

認知症事業や個別ケース会議について、市長寿介護課と定期的に打ち
合わせを行い、事業の方向性を協議・共有した。
国が示すセンターの評価指標については、市とセンターそれぞれの立
場で評価し、その後、結果をすり合わせて早急に改善できる項目につ
いては、直ちに対処した。

（１）①令和２年度センター目標　各項目の進捗状況

　１．地域の福祉力を高めるための啓発活動と地域づくりに向けて取り組む

　２．要支援者及び相談者を、包括的・継続的に支援する

　３．地域・行政・社協並びに専門職との連携強化と協働、人材育成に取り組む
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（１）②令和２年度 地域包括支援センターの取組状況について

１ 玉野市と全国平均との比較

２-(3)包括的・継続的ケアマネジメント支援の達成率が 66.7％と低い傾向にある。①介護支

援専門員を対象に、包括的・継続的ケアマネジメントを行うための課題や支援などに関する

アンケート、②地域ケア会議や事例検討等を行うことができるように、センター職員を対象

とした研修会の開催等が未達成となっている。

また、２-(5)介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の達成率が 50.0％となっており、①

利用者のセルフマネジメントを推進するための介護予防手帳などの支援の手法、②介護予防

支援を委託する際のセンターの関与について、市町村の方針の明示が未整備である。

玉野市 全国（市町村）

R2 R1 R2 R1

1 組織運営体制等 89.5% 89.5% 78.1% 75.6%

2-(1) 総合相談支援 83.3% 100.0% 83.8% 81.1%

2-(2) 権利擁護 100.0% 75.0% 85.9% 82.8%

2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 66.7% 33.3% 66.9% 63.7%

2-(4) 地域ケア会議 92.3% 76.9% 66.8% 62.7%

2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 50.0% 50.0% 64.8% 60.6%

3 事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 100.0% 88.4% 86.1%
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２ 玉野市包括支援センターと全国平均との比較

全国平均と比較し、達成率が高い傾向にある。しかし、そのうち２-(1)は、センターにおい

て受けた相談事例の終結条件が未設定、２-(5)は、セルフマネジメントを推進するため、介護

予防手帳などの支援の手法の未整備と活用がされていないなど、未達成の項目がある。とな

っている。

また、１組織運営体制等は、３職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員）の設置が

達成されていない。

地域包括支援センター 全国（センター）

R2 R1 R2 R1

1 組織運営体制等 89.5% 78.9% 84.2% 81.3%

2-(1) 総合相談支援 83.3% 100.0% 90.8% 88.7%

2-(2) 権利擁護 100.0% 100.0% 89.2% 85.9%

2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 83.3% 83.3% 80.9% 78.4%

2-(4) 地域ケア会議 100.0% 100.0% 82.5% 80.5%

2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 60.0% 80.0% 79.5% 75.8%

3 事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 100.0% 89.3% 87.2%
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３ 市と包括支援センターとの比較

① ３職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員）の設置について

昨年の包括運営協議会で、保健師に準ずる者の条件を定義した。引続き、保健師の設置に

向けて環境を整える。

② センターにおいて受けた相談事例の終結条件の設定

センターと協議しながら、終結条件を設定する。

③ 包括的・継続的ケアマネジメントを行うための課題や支援などに関するアンケート

他市を参考に、実施に向けて、検討を行う。

④ 地域の介護支援専門員の実践力向上を図ることを目的とした地域ケア会議や事例検討等

を行うことができるように、センター職員を対象とした研修会の開催

地域ケア会議に関する最新情報の把握、提供に努め、センター内で伝達研修等を実施す

る。

⑤ 利用者のセルフマネジメントを推進するための介護予防手帳などの支援

センターと協力して、通いの場に理学療法士、保健師、栄養士等の専門職が出向き、予

防として利用者のセルフマネジメントを推進するための体制を整える。

⑥ 介護予防支援を委託する際のセンターの関与について

運営基本方針に市町村の方針を明示した。

玉野市 包括支援センター
1 組織運営体制等 89.5% 89.5%
2-(1) 総合相談支援 83.3% 83.3%
2-(2) 権利擁護 100.0% 100.0%
2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 66.7% 83.3%
2-(4) 地域ケア会議 92.3% 100.0%
2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 50.0% 60.0%
3 事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 100.0%
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（１）⑤ 令和３年度の「わがまち福祉相談会」について

〇取組方針

「周知啓発の強化」「訪問活動の導入」「認知症カフェとの同時開催」

１．周知啓発の強化

●社協だよりでの広報頻度増(前年度から)

●ポスター、チラシの設置個所拡大(金融機関など)

●民生委員活動に合わせてチラシ配布（いのちのバトン配付、給食サービス etc.）

●訪問活動に合わせてチラシ配布

※他に地区独自の効果的な広報方法があれば検討

２．訪問活動の導入

●各地区定例会で合意が図られた地区から訪問活動開始

●当日相談会を担当された民生委員（複数の場合はいずれか）の担当地域へ訪問

●時間配分

【案①】相談会 2時間 → 相談会 1時間＋訪問活動 1時間

※広報上は、相談会の開催時間は１時間と明示するが、当日の相談状況により延長。

その場合は訪問時間を短縮する

≪懸念事項≫

相談会の開催時間を令和 2年度までの 2時間→１時間へ短縮することにより相談者

の時間外での来場が予想される。

(対策)⇒相談会当日、訪問活動へ移行する際、相談会場入り口へ包括職員の携帯番

号を明示し、相談者から連絡してもらい対応。

(対策)⇒相談会場が市民センターで時間外の相談者がセンターへ尋ねられた場合、

センター職員から包括職員の携帯電話へ連絡してもらい対応。

※訪問活動は天候(猛暑や悪天候)により柔軟に調整する(案②に共通)

【案②】相談会 2時間（後半１時間を相談会と訪問を同時実施）

※案②採用の場合は当日複数の民生委員が担当する必要あり

※後半１時間は民生委員 1名で来談者に対応(必要あれば包括職員携帯へ連絡)

●訪問活動の詳細

対象者…①75歳以上の独居及び高齢者のみ世帯（いのちのバトン用名簿を

活用）

②上記以外で民生委員が気になる世帯

移動手段…包括所有車両（近隣であれば徒歩）

持参物…①わがまち福祉相談会チラシ

②民生委員児童委員 PR チラシ ワンセット

③地域包括支援センターチラシ

活動内容…基本的に対象者宅へは、アポイントなしで訪問
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≪在宅の場合≫

生活状況等を聞き取り、生活課題があれば情報提供や助言を行う。必要であれば後

日訪問（包括職員（場合により民生委員も同行））または、関係機関へ繋ぐ。あわせ

て、資料３点を渡しＰＲする。

≪不在の場合≫

資料３点をポストに入れる

３．認知症カフェとの同時開催

趣旨…認知症当事者や家族がくつろげる場、地域のとの交流の場を提供し、同時に相談

会を開催することで参加者からの認知症を含む悩みや生活課題の解消を図る。

回数…年 1回（予定）

場所…モデル地区を選定し地区内の市民センター等

日程…モデル地区のわがまち福祉相談会の開催日時に合わせる

主体…①カフェ／認知症キャラバンメイト、認知症サポーター、市、包括支援センター

②相談会／民生委員、認知症地域支援推進員、包括支援センター

【次年度の各地区での実施内容】

田井 築港 宇野 玉 玉原 和田 日比 荘内 八浜 山田 東児

相談

１ｈ

〇 〇 〇

相談

２ｈ

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

訪問 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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（２）

令和３年度

玉野市地域包括支援センター運営基本方針

玉野市 健康福祉部 長寿介護課

（２）

令和２年度

玉野市地域包括支援センター運営基本方針

玉野市 健康福祉部 長寿介護課
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１ 地域包括ケアシステムの推進 １

２ 区域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務 １

３ 市との連携 １

４ 公正・中立性の確保 ２

５ センターの運営評価 ２

Ⅳ 運営方針 ２

１ 共通事項 ２

Ⅴ 具体的な業務 ３

１ 包括的支援事業 ３

（１）総合相談支援事業 ３

（２）権利擁護業務 ３

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 ３

（４）在宅医療・介護連携推進事業 ４

（５）生活支援体制整備事業 ４
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Ⅰ 方針策定の趣旨

この「玉野市地域包括支援センター運営基本方針」は、介護保険

法第１１５条の４７の規定に基づき、地域包括支援センター（以下

「センター」という。）の運営上の基本的な考え方や理念、業務推

進の方針等を明確にするとともに、センター業務の円滑かつ効率的

な実施に資することを目的に策定する。

Ⅱ 設置目的

センターは、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で安心して暮ら

Ⅰ 方針策定の趣旨

この「玉野市地域包括支援センター運営基本方針」は、介護保険

法第１１５条の４７の規定に基づき、地域包括支援センター（以下

「センター」という。）の運営上の基本的な考え方や理念、業務推

進の方針等を明確にするとともに、センター業務の円滑かつ効率的

な実施に資することを目的に策定する。

Ⅱ 設置目的

センターは、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で安心して暮ら

（６）認知症総合支援事業 ４

（７）地域ケア会議推進事業 ５

２ 介護予防・日常生活支援総合事業 ６

（１）介護予防ケアマネジメント業務（第１号介護予

防支援事業）
６

（２）一般介護予防事業 ６

３ 任意事業 ６

（１）任意事業 ６

４ 多職種協働による地域包括支援ネットワーク ７

（１）地域支援ネットワーク構築業務 ７

５ 指定介護予防支援事業 ７

（６）認知症総合支援事業 ４

（７）地域ケア会議推進事業 ５

２ 介護予防・日常生活支援総合事業 ６

（１）介護予防ケアマネジメント業務（第１号介護

予防支援事業）
６

（２）一般介護予防事業 ６

３ 任意事業 ６

（１）任意事業 ６

４ 多職種協働による地域包括支援ネットワーク ７

（１）地域支援ネットワーク構築業務 ７

５ 指定介護予防支援事業 ７
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すことができるよう、地域にある様々な資源（保健医療・福祉など）

を活用し、包括的に支援する役割を担う中核的機関として設置する。

このセンターの特色は、地域包括ケアシステムを構築し、有効に

機能させるために、主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の

専門職が連携し、それぞれの専門知識や技能を活かしながらチーム

で業務を実施するところにある。

地域の利用者や介護サービス事業者、医療機関、民生委員、ボラ

ンティアなどの関係者と連携し、地域の様々なニーズに応えること

が出来る中核機関（拠点）となることを目指す。

Ⅲ 運営上の基本理念

１ 地域包括ケアシステムの推進

令和３年３月に策定した「第８期玉野市老人保健福祉計画・介護

保険事業計画」の基本理念「健康で安心して生活できるまちづくり」

のもとに３つの基本目標を掲げ、計画的に着実に地域包括ケアシス

テムの推進に取り組むものとする。

①健康で活躍できる人づくり（自助）

②自立と安心を支える地域づくり（互助）

③在宅生活を支える基盤づくり（公助）

④介護保険事業の円滑な運営（共助）

２ 区域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務

センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える中核

的な機関であるため、地域の特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟な

すことができるよう、地域にある様々な資源（保健医療・福祉など）

を活用し、包括的に支援する役割を担う中核的機関として設置する。

このセンターの特色は、地域包括ケアシステムを構築し、有効に

機能させるために、主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の

専門職が連携し、それぞれの専門知識や技能を活かしながらチーム

で業務を実施する。

地域の利用者や介護サービス事業者、医療機関、民生委員、ボラ

ンティアなどの関係者と連携し、地域の様々なニーズに応えること

が出来る中核機関（拠点）となることを目指す。

Ⅲ 運営上の基本理念

１ 地域包括ケアシステムの推進

平成 30年３月に策定した「第７期玉野市老人保健福祉計画・介護

保険事業計画」の基本理念「健康で安心して生活できるまちづくり」

のもとに３つの基本目標を掲げており、計画的に着実に地域包括ケ

アシステムの推進に取り組むものとする。

①健康で活躍できる人づくり（自助）

②自立と安心を支える地域づくり（互助）

③在宅生活を支える基盤づくり（公助）

２ 区域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務

センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える中核

的な機関であるため、地域の特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟な
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事業運営を行うものとする。地域住民、関係団体などの意見を幅広

くくみ上げ、日々の活動に反映させるとともに、地域が抱える課題

を把握し、解決に向けて積極的に取り組むものとする。

３ 市との連携

地域包括ケアシステムの推進に向けて実施する在宅医療・介護・

権利擁護連携推進事業、生活支援体制整備事業及び認知症施策推進

事業について、市と情報共有を図り、事業の推進に積極的に協力す

るものとする。

４ 運営における基本的視点

（１）公益性の視点

センターは、運営費用が介護保険料や国・県・市の公費によ

って賄われていることを十分に理解し、市の介護・福祉行政の

一翼を担う公的な機関として、公正で中立性の高い事業運営を

行う。

（２）地域性の視点

センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える

中核的な機関であるため、地域特性や実情を踏まえた、適切か

つ柔軟な事業運営を行う。

地域ケア会議等の場を通じて、地域の住民や関係団体等の意

見を幅広く汲み上げ、日々の活動に反映させるとともに、地域

が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組む。

（３）協働性の視点

センターの主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の専

事業運営を行うものとする。地域住民、関係団体などの意見を幅広

くくみ上げ、日々の活動に反映させるとともに、地域が抱える課題

を把握し、解決に向けて積極的に取り組むものとする。

３ 市との連携

地域包括ケアシステムの推進に向けて実施する在宅医療・介護連

携推進事業、生活支援体制整備事業及び認知症施策推進事業につい

て、市と情報共有を図り、事業の推進に積極的に協力するものとす

る。

４ 運営上の確保すべき視点

（１）公正・中立性の視点

センターは、運営費用が介護保険料や国・県・市の公費によ

って賄われていることを十分に理解し、市の介護・福祉行政の

一翼を担う公的な機関として、公正で中立性の高い事業運営を

行う。

（２）地域性の視点

センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える

中核的な機関であるため、地域特性や実情を踏まえた、適切か

つ柔軟な事業運営を行うこと。

地域ケア会議等の場を通じて、地域の住民や関係団体等の意

見を幅広く汲み上げ、日々の活動に反映させるとともに、地域

が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組む。

（３）協働性の視点

センターの主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の専
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門職が相互に情報を共有し、方針を理解した上で、業務全体を

チームとして支える。

地域の保健・福祉・医療の専門職やボランティア、民生委員

等の関係者と連携を図りながら活動する。

５ センターの運営評価

センターは、運営業務の自己評価を実施し、市へ提出するものと

する。

また、市は玉野市包括運営協議会において、センターの運営に対

する評価等を審議し、常にセンターの機能強化が図れるよう支援を

行うものとする。

Ⅳ 運営方針

１ 共通事項

（１）事業計画策定及び事業報告

センターは、地域の実情に応じて必要となる重点課題・重点

目標を設定し、創意工夫した事業運営に努める。

また、センターの基本姿勢を表すものとして、事業年度ごと

に事業計画及び事業報告、運営状況報告を作成し、住民に公表

する。

（２）設置場所等

運営における基本的視点（公益性、地域性、協働性）に沿っ

て、住民や関係者等がアクセスしやすい場所に、事務所を設置

する。

門職が相互に情報を共有し、方針を理解した上で、業務全体を

チームとして支える。

地域の保健・福祉・医療の専門職やボランティア、民生委員

等の関係者と連携を図りながら活動する。

５ センターの運営評価

センターは、運営業務の自己評価を実施し、市へ提出するものと

する。

また、市は玉野市包括運営協議会において、センターの運営に対

する評価等を審議し、常にセンターの機能強化が図れるよう支援を

行うものとする。

Ⅳ 運営方針

１ 共通事項

（１）事業計画策定及び事業報告

センターは、地域の実情に応じて必要となる重点課題・重点

目標を設定し、創意工夫した事業運営に努める。

また、センターの基本姿勢を表すものとして、事業年度ごと

に事業計画及び事業報告、運営状況報告を作成し、住民に公表

する。

（２）設置場所等

運営における基本的視点（公益性、地域性、協働性）に沿っ

て、住民や関係者等がアクセスしやすい場所に、事務所を設置

する。
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（３）職員の姿勢

センターの業務は、地域に暮らす高齢者が住みなれた環境

で、自分らしい生活を継続させるための支援であることを踏ま

え、常に当事者の最善の利益を図るために業務を遂行する。

また、職員は、業務に必要な技術知識等の習得を積極的に行

うとともに、センターの管理者は、適切な研修が受けられるよ

うに配慮する。

（４）関係機関との連携

センター運営協議会や地域ケア会議等の場を通じて、地域が

抱える課題を把握し、関係機関との連携により解決に向けて積

極的に取り組む。

（５）個人情報の保護

センターが扱う個人情報が業務に関係のない目的で使用さ

れたり、不特定多数の者に漏れることのないように情報管理を

徹底する。さらに、個人情報を取扱う際は、個人の権利利益を

侵害することのないよう守秘義務を厳守し、個人情報の保護に

留意する。

（６）広報活動

センターの業務について理解と協力を得るために、パンフレ

ットや広報紙等を作成し、住民及び関係者へ積極的に広報す

る。

（７）苦情対応

センターに対する苦情対応窓口を設置し、その内容及び対応

結果については、書面により市に報告する。

（３）職員の姿勢

センターの業務は、地域に暮らす高齢者が住みなれた環境

で、自分らしい生活を継続させるための支援であることを踏ま

え、常に当事者の最善の利益を図るために業務を遂行する。

また、職員は、業務に必要な技術知識等の習得を積極的に行

うとともに、センターの管理者は、適切な研修が受けられるよ

うに配慮する。

（４）関係機関との連携

センター運営協議会や地域ケア会議等の場を通じて、地域が

抱える課題を把握し、関係機関との連携により解決に向けて積

極的に取り組む。

（５）個人情報の保護

センターが扱う個人情報が業務に関係のない目的で使用さ

れたり、不特定多数の者に漏れることのないように情報管理を

徹底する。さらに、個人情報を取扱う際は、個人の権利利益を

侵害することのないよう守秘義務を厳守し、個人情報の保護に

留意する。

（６）広報活動

センターの業務について理解と協力を得るために、パンフレ

ットや広報紙等を作成し、住民及び関係者へ積極的に広報す

る。

（７）苦情対応

センターに対する苦情対応窓口を設置し、その内容及び対応

結果については、書面により市に報告する。
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Ⅴ 具体的な業務

１ 包括的支援事業

（１）総合相談支援業務

① 実態把握

高齢者の心身状況や家庭環境等についての実態把握を行

い、地域に潜在する隠れた問題やニーズを発見し、早期対

応に取り組む。

② 総合相談業務

地域において安心できる拠点（中核的機関）としての役

割を果たすため、関係機関との連携のもと、様々な相談内

容について、総合的に協議、報告できる体制を整備する。

また、市と協議、報告できる体制を整備すると共に、介

護保険関連施設等の関係機関と情報交換を行い、いつでも

相談対応できる体制を整備する。

（２）権利擁護業務

① 基本姿勢

問題を抱える高齢者が、自らの権利を理解し、行使でき

るよう専門性に基づいた支援をする。

② 高齢者虐待への対応

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」に基づき、速やかに当該高齢者の状況を把握

し、市担当部署と連携を図り適切な対応をする。

③ 困難事例への対応

困難事例（重層的課題がある、支援拒否、既存のサービ

スでは適切なものがない等）を把握した場合は、実態把握

Ⅴ 具体的な業務

１ 包括的支援事業

（１）総合相談支援業務

① 実態把握

高齢者の心身状況や家庭環境等についての実態把握を

行い、隠れた問題やニーズを発見し、早期対応に取り組む。

② 総合相談業務

地域において安心できる拠点（中核的機関）としての役

割を果たすため、関係機関との連携のもと、様々な相談内

容について、総合的に協議、報告できる体制を整備する。

また、市と協議、報告できる体制を整備すると共に、介

護保険関連施設等の関係機関と情報交換を行い、いつでも

相談対応できる体制を整備する。

（２）権利擁護業務

① 基本姿勢

問題を抱える高齢者が、自らの権利を理解し、行使でき

るよう専門性に基づいた支援をする。

② 高齢者虐待への対応

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」に基づき、速やかに当該高齢者の状況を把握

し、市担当部署と連携を図り適切な対応をする。

③ 困難事例への対応

困難事例（重層的課題がある、支援拒否、既存のサービ

スでは適切なものがない等）を把握した場合は、実態把握
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のうえ、センターの各専門職が連携して対応策を検討する。

④ 消費者被害の防止

関係機関と連携し、消費者被害情報の把握を行い、適切

な対応をする。また、情報提供を行うなど、被害を未然に

防ぐよう支援する。

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

① 包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築

施設・在宅を通じた地域における包括的・継続的なケア

を実施するため、関係機関との連携を構築し、地域の介護

支援専門員と関係機関との連携を支援する。

また、介護支援専門員等が介護保険サービス以外の社会

資源を活用できるよう地域の連携・協力体制を整備する。

② 介護支援専門員に対する支援・指導

ア 日常的個別指導・相談

介護支援専門員の日常業務の実施に関し、専門的な見

地からの個別指導や相談への対応を行う。

イ 事例検討会・研修会の実施

介護支援専門員の資質の向上を図る観点から、関係機

関と連携し、情報提供や事例検討会、研修会等を実施す

る。

ウ 支援困難事例等への指導・助言

地域の介護支援専門員が抱える困難事例について、具

体的な支援方針を検討し、指導助言等を行う。

エ 地域における介護支援専門員のネットワーク活用

介護支援専門員等が、日常的に円滑な業務が実施でき

のうえ、センターの各専門職が連携して対応策を検討する。

④ 消費者被害の防止

関係機関と連携し、消費者被害情報の把握を行い、適切

な対応をする。また、情報提供を行うなど、被害を未然に

防ぐよう支援する。

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

① 包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築

施設・在宅を通じた地域における包括的・継続的なケア

を実施するため、関係機関との連携を構築し、地域の介護

支援専門員と関係機関との連携を支援する。

また、介護支援専門員等が介護保険サービス以外の社会

資源を活用できるよう地域の連携・協力体制を整備する。

② 介護支援専門員に対する支援・指導

ア 日常的個別指導・相談

介護支援専門員の日常業務の実施に関し、専門的な見

地からの個別指導や相談への対応を行う。

イ 事例検討会・研修会の実施

介護支援専門員の資質の向上を図る観点から、関係機

関と連携し、情報提供や事例検討会、研修会等を実施す

る。

ウ 支援困難事例等への指導・助言

地域の介護支援専門員が抱える困難事例について、具

体的な支援方針を検討し、指導助言等を行う。

エ 地域における介護支援専門員のネットワーク活用

介護支援専門員等が、日常的に円滑な業務が実施でき
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るよう、介護支援専門員のネットワークを活用する。

（４）在宅医療・介護・権利擁護連携推進事業

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができる」

よう、在宅医療の推進に取り組む。これを実現するため、在宅

医療・介護・権利擁護を支える関係者など多職種の連携強化や、

在宅医療・介護・権利擁護連携に関する相談支援等により、切

れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築に協力する。

① 市民への啓発

市民フォーラム等を通じて、在宅医療、介護と権利擁護

に対する理解や医療・介護サービス等の普及啓発を推進す

る。

② 関係者のネットワークづくり

地域の医師や歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門

員、介護事業所等の多職種による検討会や研修会、情報交

換会を開催し、「顔の見える関係」の構築、情報共有に取

り組む。

③ 在宅医療・介護・権利擁護連携推進部会

地域の医療・介護の資源の把握に努め、在宅医療・介護・

権利擁護連携の課題の抽出と対応策の検討をする。

（５）生活支援体制整備事業

高齢者が生きがいを持ちながら、在宅での生活を送るには、

日常生活を支えていく生活支援サービスの体制整備を図るこ

と、及び多種多様なサービスの充実を図ることが必要となる。

そのため、市の生活支援体制推進整備専門部会に参加し、市の

取り組みに協力する。

るよう、介護支援専門員のネットワークを活用する。

（４）在宅医療・介護連携推進事業

「住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができ

るよう、在宅医療の推進に取り組む。これを実現するため、市

の推進する在宅医療・介護を支える関係者など多職種の連携強

化や、在宅医療・介護連携に関する相談支援等により、切れ目

のない在宅医療・介護の提供体制の構築に協力する。

① 市民への啓発

市民フォーラム等を通じて、在宅医療と介護に対する理

解や医療・介護サービス等の普及啓発を推進する。

② 関係者のネットワークづくり

地域の医師や歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門

員、介護事業所等の多職種による検討会や研修会、情報交

換会を開催し、「顔の見える関係」の構築、情報共有に取

り組む。

③ 在宅医療・介護・権利擁護連携推進部会

地域の医療・介護の資源の把握に努め、在宅医療・介護

連携の課題の抽出と対応策の検討をする。

（５）生活支援体制整備事業

高齢者が生きがいを持ちながら、在宅での生活を送るには、

日常生活を支えていく生活支援サービスの体制整備を図るこ

と、及び多種多様なサービスの充実を図ることが必要となる。

そのため、市の生活支援体制推進整備専門部会に参加し、市の

取り組みに協力します。
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（６）認知症総合支援事業

① 認知症の相談体制の強化

認知症高齢者を抱える家族や介護支援専門員等から認知

症介護に関する相談に応じられるよう、認知症研修等に積

極的に参加し、スキルアップを図る。

② 地域での日常生活・家族の支援の強化

「認知症サポーター」の養成を引き続き進めるとともに、

認知症サポーターの中から地域でのボランティア活動を積

極的に行う「認知症アドバンスサポーター」の養成に協力

する。また、認知症アドバンスサポーターが地域で活動で

きる場を整備し、認知症の人を支える地域づくりへと広が

るよう支援していく。

③ 認知症施策の推進

国の認知症施策推進総合戦略及び介護保険法に基づく、

市の認知症総合支援事業を理解し、市とともに認知症施策

の推進に取り組む。

（７）地域ケア会議推進事業

① 地域ケア推進会議

地域包括ケアシステムの実現に向けて、地域課題を抽出

し、課題解決に必要な施策を市とともに検討する。

② 小地域ケア会議

地域のネットワークづくり、地域課題の発見・検討、地

域資源の開発について、地域のコミュニティ、老人クラブ、

民生委員等を交え、検討し地域の課題解決を図る。

（６）認知症総合支援事業

① 認知症の相談体制の強化

認知症高齢者を抱える家族や介護支援専門員等から認

知症介護に関する相談に応じられるよう、認知症研修等に

積極的に参加し、スキルアップを図る。

② 地域での日常生活・家族の支援の強化

「認知症サポーター」の養成を引き続き進めるととも

に、認知症サポーターが地域で活動できる場を整備し、認

知症の人を支える地域づくりへと広がりをみせるよう支

援していく。

③ 認知症施策の推進

国の認知症施策推進総合戦略及び介護保険法に基づく、

市の認知症総合支援事業を理解し、市とともに認知症施策

の推進に取り組む。

（７）地域ケア会議推進事業

① 地域ケア推進会議

地域包括ケアシステムの実現に向けて、市全体で検討す

べき課題等、総合的な整備に向けて、市と協力して検討を

行う。

② 小地域ケア会議

地域のネットワークづくり、地域課題の発見・検討、地

域資源の開発について、地域のコミュニティ、老人クラブ、

民生委員等を交え、検討し地域の課題解決を図る。
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小地域ケア会議が設置されていない地区については、地

区に対して、設置に向けた働きかけを行う。

外部講師を招き、自宅で受けられる医療や介護について

の勉強会を実施、内容についても充実を図る。

地区社協が結成されている地域においては、その活動内

容は、「小地域ケア会議」を包括するものであるため、「小

地域ケア会議」と位置づけられるよう、関係者関係機関と

協議を進める。

③ 個別ケース会議

個別事例について、介護予防の推進を目的に、薬剤師・

理学療法士・保健師・看護師・介護支援専門員などの専門

職により、自立に向けたケアマネジメント・支援方針の検

討を行う。また、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介

護（生活援助中心型）を位置づけた居宅サービス計画、福

祉用具貸与計画についても検討を行う。具体的な対応を実

施するため、関係機関との連携を図るとともに、定期的な

評価（モニタリング）を行い、市へ報告する。

個別事例から発見した地域の課題について整理又は検討

し、地域の課題として検討したほうするのが好ましいもの

については、小地域ケア会議に提案すること。さらに市全

体の課題として検討したほうするのが適当なものについて

は、地域ケア推進会議に提案を行う。

④ 困難ケース会議

困難ケースに関する支援について検討を行い、具体的な

対応を実施するため、関係機関との連携を図るとともに、

小地域ケア会議が設置されていない地区については、地

区に対して、設置に向けた働きかけを行う。

外部講師を招き、自宅で受けられる医療や介護について

の勉強会を実施、内容についても充実を図る。地区社協が

結成されている地域においては、その活動内容は、「小地

域ケア会議」を包括するものであるため、「小地域ケア会

議」と位置づけられるよう、関係者関係機関と協議を進め

る。

③ 個別ケース会議

介護予防の推進を目的に、理学療法士・保健師・看護師・

介護支援専門員などの専門職により、個別事例について、

自立に向けたケアマネジメント・支援方針の検討を行う。

また、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生活援

助中心型）を位置づけた居宅サービス計画、福祉用具貸与

計画についても検討を行う。具体的な対応を実施するた

め、関係機関との連携を図るとともに、定期的な評価（モ

ニタリング）を行い、市へ報告する。

個別事例から発見した地域の課題について整理又は検討

し、地域の課題として検討したほうが好ましいものについ

ては、小地域ケア会議に提案すること。さらに市全体の課

題として検討したほうが適当なものについては、地域ケア

推進会議に提案を行う。

④ 困難ケース会議

困難ケースに関する支援について検討を行い、具体的な

対応を実施するため、関係期間との連携を図るとともに、
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定期的な評価（モニタリング）を行う。

困難ケースから発見した地域の課題について整理又は検

討し、地域の課題として検討したほうするのが好ましいも

のについては、小地域ケア会議に提案する。また、市全体

の課題として検討したほうが適当なものについては、地域

ケア推進会議に提案を行う。

２ 介護予防・日常生活支援総合事業

（１）介護予防ケアマネジメント業務（第１号介護予防支援事業）

要支援者及び基本チェックリスト該当者に対して、できるこ

とを利用者と共に発見し、利用者の主体的な活動と生活の質の

高めることを目指す。また、その心身の状況に応じて、対象者

自らの選択に基づき、訪問型サービス、通所型サービス、その

他の生活支援サービス等の適切な事業が包括的・効果的に実施

されるよう必要な援助を行う。

さらに、サービスの提供後は、目標の達成状況を評価し、必

要に応じ計画の見直しをする。

（２）一般介護予防事業

① 介護予防普及啓発事業

介護予防普及啓発パンフレット等の配布や有識者等によ

る講演会等を開催する。

また、介護予防に関する人材育成や地域活動を行う組織

の育成及び支援等を行う。

② 地域介護予防活動支援事業

生活機能が低下しているおそれのある高齢者をについ

て、総合相談や実態把握業務、また、関係機関との連携を

定期的な評価（モニタリング）を行う。

困難ケースから発見した地域の課題について整理又は検

討し、地域の課題として検討したほうが好ましいものにつ

いては、小地域ケア会議に提案すること。また、市全体の

課題として検討したほうが適当なものについては、地域ケ

ア推進会議に提案を行う。

２ 介護予防・日常生活支援総合事業

（１）介護予防ケアマネジメント業務（第１号介護予防支援事業）

要支援者及び基本チェックリスト該当者に対して、できるこ

とを利用者と共に発見し、利用者の主体的な活動と生活の質の

高めることを目指す。また、その心身の状況に応じて、対象者

自らの選択に基づき、訪問型サービス、通所型サービス、その

他の生活支援サービス等の適切な事業が包括的・効果的に実施

されるよう必要な援助を行う。

さらに、サービスの提供後は、目標の達成状況を評価し、必

要に応じ計画の見直しをする。

（２）一般介護予防事業

① 介護予防普及啓発事業

介護予防普及啓発パンフレット等の配布や有識者等によ

る講演会等を開催する。

また、介護予防に関する人材育成や地域活動を行う組織

の育成及び支援等を行う。

② 地域介護予防活動支援事業

生活機能が低下しているおそれのある高齢者を、総合相

談や実態把握業務、また、関係機関との連携を通じ、情報
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通じ、情報の収集、把握を行う。

３ 任意事業

（１）任意事業

① 家族介護支援事業

介護する者の支援のため、介護方法の指導等適切な対応

をする。

② 成年後見制度の活用

認知症などにより判断能力の低下が見られる場合には、

適切な介護サービス利用、金銭管理、法律行為などの支援

のため、「玉野市成年後見支援センター」と協力し、成年

後見制度の活用を図る。

③ 老人福祉施設等への措置

判断能力が低下した高齢者を、虐待等から保護するため、

老人福祉法上の措置が必要な場合は、市担当部署との連携

を図って支援する。

４ 多職種協働による地域包括支援ネットワーク

（１）地域支援ネットワーク構築業務

① 地域の社会資源やニーズの把握

地域の社会資源やニーズを把握して、相談時に適切な情

報を提供しすることにより、相談活動を効果的・効率的に

行う。

またあわせて、活用可能な機関・団体等の把握を行う。

さらに、地域に必要な社会資源がない場合は、創設や開

発に取り組む。

収集の把握を行う。

３ 任意事業

（１）任意事業

① 家族介護支援事業

介護する者の支援のため、介護方法の指導等適切な対応

をする。

② 成年後見制度の活用

認知症などにより判断能力の低下が見られる場合には、

適切な介護サービス利用、金銭的管理、法律的行為などの

支援のため、成年後見制度の活用を図る。

③ 老人福祉施設等への措置

判断能力が低下した高齢者を、虐待等から保護するた

め、老人福祉法上の措置が必要な場合は、市担当部署との

連携を図って支援する。

４ 多職種協働による地域包括支援ネットワーク

（１）地域支援ネットワーク構築業務

① 地域の社会資源やニーズの把握

地域の社会資源やニーズを把握し、相談時に適切な情報

を提供し、相談活動を効果的・効率的に行う。

また、活用可能な機関・団体等の把握を行う。

さらに、地域に必要な社会資源がない場合は、創設や開

発に取り組む。
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② 地域ネットワークの構築

支援を必要とする高齢者を見出して、保健・医療・福祉

サービスを始めとする適切な支援につなぎ、継続的な見守

りを行う。また、問題の発生を早期に把握し、対応するた

めに、地域における様々な関係者のネットワークの構築を

図る。

③ 地域住民への啓発活動

地域住民が必要な情報を共有し、地域での見守り体制を

構築できるよう互助的な地域の連帯や、個人の尊厳を尊重

し理解するために、必要な啓発活動に取り組む。

④ 高齢者虐待防止ネットワークの構築

高齢者虐待防止ネットワーク構築のため、行政・関係機

関・地域団体・各種事業所等と連携し、高齢者虐待防止の

ための啓発活動に取り組む。

５ 指定介護予防支援事業

センターは、要支援者が介護予防に資する保健医療サービス又は

福祉サービスの適切な利用ができるよう介護予防サービス計画を作

成する。

また、当該計画に基づく指定介護予防サービス等の提供が確保さ

れるよう事業者等との連絡調整を行う。事業の実施に当たっては、

関係市町村、センター、地域の保健・医療・福祉サービスの提供主

体と連携を図るとともに公正中立に行う。

指定介護予防支援事業者たるセンターは、指定介護予防支援業務

のうち一部を指定居宅介護支援事業者に委託することができる。そ

② 地域ネットワークの構築

支援を必要とする高齢者を見出し、保健・医療・福祉サ

ービスを始めとする適切な支援につなぎ、継続的な見守り

を行う。また、問題の発生を早期把握、対応するために、

地域における様々な関係者のネットワークの構築を図る。

③ 地域住民への啓発活動

地域住民が必要な情報を共有し、互助的な地域の連帯

や、個人の尊厳を尊重し理解するために、必要な啓発活動

に取り組む。

④ 高齢者虐待防止ネットワークの構築

高齢者虐待防止ネットワーク構築のため、行政・関係機

関・地域団体・各種事業所等と連携し、高齢者虐待防止の

ための啓発活動に取り組む。

５ 指定介護予防支援事業

センターは、要支援者が介護予防に資する保健医療サービス又は

福祉サービスの適切な利用ができるよう介護予防サービス計画を作

成する。

また、当該計画に基づく指定介護予防サービス等の提供が確保さ

れるよう事業者等との連絡調整を行う。事業の実施に当たっては、

関係市町村、センター、地域の保健・医療・福祉サービスの提供主

体と連携を図るとともに公正中立に行う。

指定介護予防支援事業者たるセンターは、指定介護予防支援業務

のうち一部を指定居宅介護支援事業者に委託することができる。そ

- 30 -



の際、可能な限り利用者に対して、複数の事業者を提示し、選択し

てもらうものとする。

の際、可能な限り利用者に対して、複数の事業者を提示し、選択し

てもらうものとする。
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（案）

令 和 ３ 年 ２ 月 日

玉野市長寿介護課作成

総合相談支援の終結条件等について

玉野市包括支援センターにおいて受けた相談事例について、以下のとおり定める。

また、適宜見直しを行い、協議するものとする。

１．終結条件について

以下の場合に、相談事例が終結したものとする。

（１）相談者の主訴が解決し、主訴以外の困難な問題がない場合

（２）後見人が選任された場合

（３）センター以外の適切な機関に繋げ、適切な引き継ぎが確認された場合

（４）虐待の解消及び再燃リスクが消失した場合

（５）その他、市とセンターにおいて、終結であると合意した場合

２．分類方法について

以下のとおり分類するものとし、相談件数、相談内容を把握すること。

また、相談件数については、経年的に件数を把握しておくこと。

（１）総合相談支援事業

①相談内訳（来所、電話、訪問、その他）

②相談内容（介護相談、福祉相談（介護相談を除く）、介護予防、認知症、健康医療（認知

症を除く）、虐待・権利擁護、ゴミ屋敷、生活困窮、介護離職関係、その他）

③相談者区分（子ども、母子、障害のある人など）

③実態把握（訪問回数）

（２）権利擁護事業

①対応内容

（３）包括的・継続的マネジメント支援

（４）介護予防ケアマネジメント

（５）介護予防支援

（６）地域ケア会議（市町村またはセンター主催）

（７）認知症初期集中支援チーム会議


